
第 6 章 調査方法 

 

1 大気質 

1.1 調査 

1) 調査内容 

工事中の建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行、供用後の施設の稼働及び自動車等の走行

に伴う大気質への影響を予測・評価するための調査内容は、表 6.1.1-1 に示すとおりである。 

 

表 6.1.1-1 調査内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・一般環境大気質の状況

　（二酸化窒素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、微小粒子状物質、降下

　　ばいじんの量、水銀等（水銀及びその化合物）、塩化水素及びダイ

　　オキシン類）

・沿道環境大気質の状況

　（二酸化窒素、浮遊粒子状物質、微小粒子状物質及び炭化水素）

気象の状況 ・風向・風速、大気安定度(日射量、放射収支量)、気温・湿度

道路交通の状況 ・道路の構造、交通量等

その他の予測・評
価に必要な事項

・既存の発生源(固定発生源、移動発生源)の状況
・学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設及び
　住宅の分布状況

調査内容

大気質の状況

大気の移流、拡散等に影響を及ぼす地形・地物の状況 
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2) 調査方法、調査地域・地点、調査期間・頻度 

調査は、表 6.1.1-2 に示すとおり、既存資料の収集及び現地調査により行う。また、現地調

査地点は、表 6.1.1-3 及び図 6.1.1-1 に示すとおりとする（調査地点の選定について p.6-6 参

照）。 

 

表 6.1.1-2(1/2) 調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調　査　対　象
大気質の状況 　下記資料を調査し、大気質の状況を把握する。

　・二酸化窒素 　・「大気汚染常時監視測定結果報告書」(埼玉県環境部)

　・二酸化硫黄 ＜調査地点＞  (p.3-62 表3.2.1-4、ｐ.3-63 図3.2.1-4参照)

　・浮遊粒子状物質 　一般環境測定局：上尾局（上尾市浅間台3-35）

　・微小粒子状物質(PM2.5) 　　　　　　　　　蓮田局（蓮田市蓮田5-30）

　・炭化水素 　　　　　　　　　さいたま市宮原局（さいたま市北区宮原町4-129）

　・降下ばいじん 　　　　　　　　　久喜局（久喜市江面85）

　・水銀等（水銀及びその 　　　　　　　　　鴻巣局（鴻巣市中央1-1）

　　化合物） 　　　　　　　　　さいたま市役所局（さいたま市浦和区常盤6-4-4）

　・塩化水素 　　　　　　　　　さいたま大宮局（さいたま市大宮区大門町3-3）

　・ダイオキシン類 　　　　　　　　　川越市川越局（川越市宮下町2-7-4）

　自動車排出ガス測定局：さいたま西原自排局（さいたま市岩槻区岩槻3750）

　　　　　　　　　　　　川島自排局（川島町かわじま2-19）

現地調査 ＜調査地点＞

　・対象事業実施区域及び周辺４地点の計５地点(図6.1.1-1参照)

　　（対象事業実施区域では沿道大気を兼ねるものとし、炭化水素についても

　　　調査を行う。(その調査方法は沿道大気欄参照))

＜調査期間、時期等＞

　４季に各１週間の連続調査とする。

＜調査項目・調査方法＞

　・二酸化窒素：「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年環告第38号)

　・二酸化硫黄：「大気汚染に係る環境基準について」(昭和48年環告第25号)

　・浮遊粒子状物質：「大気汚染に係る環境基準について」(昭和48年環告第25号)

　・微小粒子状物質：「微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準について」

　　　　　　　　　　(平成21年環境省告示第33号）

　・降下ばいじん：「環境測定分析法註解」((社)日本環境測定分析協会)

　　　　　　　　　　ﾃﾞﾎﾟｼﾞｯﾄｹﾞｰｼﾞ法またはﾀﾞｽﾄｼﾞｬｰ法による測定方法(30日間調査)

　　　　　　　　（対象事業実施区域内１地点のみとする。）

　・水銀（水銀及びその化合物）：「有害大気汚染物質測定方法マニュアル」

　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成23年環境省）

　・塩化水素：「大気汚染物質測定法指針」(昭和62年環境庁)

　・ダイオキシン類：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の

　　　　　　　　　　汚染に係る環境基準について」(平成11年環告第68号)

＜調査地点＞

　・関係車両主要走行ルートの４地点(図6.1.1-1参照)

　　（対象事業実施区域では環境大気を兼ねるものとする。）

＜調査期間、時期等＞

　４季に各１週間の連続調査とする。

＜調査項目・調査方法＞

　・二酸化窒素：「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年環告第38号)

　・浮遊粒子状物質：「大気汚染に係る環境基準について」(昭和48年環告第25号)

　・微小粒子状物質：「微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準について」

　　　　　　　　　　(平成21年環境省告示第33号）

　・炭化水素：「環境大気中の鉛・炭化水素の測定について」(昭和52年環大企第61号)

調　　　　　　　査
調　査　手　法　等

既存資料
調査

環
境
大
気

沿
道
大
気
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表 6.1.1-2(2/2) 調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調　査　対　象
気象の状況

〔地上気象〕

　・風向、風速

　・大気安定度

　（日射量、放射収支量）

　・気温、湿度

〔上層気象〕

　・気温 　　(p.3-58 図3.2.1-1参照)

　・風向、風速 現地調査

道路交通の状況

・道路の構造

・交通量の状況注１：

・走行速度 現地調査 ＜調査地点＞

　・交通量の状況：関係車両主要走行ルートの４地点(図6.1.1-1参照)

　・走行速度：関係車両主要走行ルートの４地点(図6.1.1-1参照)

＜調査期間、回数＞

　・交通の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とする。

＜調査方法＞

　・自動車交通量：カウンターにより計測調査する。

　・走行速度：ストップウオッチにより調査する。

　・地形：地理院地図 / GSI Maps｜国土地理院

　・地物：現地踏査による。

その他の関連事項 　現地踏査、地形図、土地利用現況図、住宅地図等の最新資料の収集等により把握する。

・既存の発生源の状況

注１：現地調査での車種区分は二輪車、小型車、大型車（特殊車は形状に応じて分類）とする。

　・地上気象：対象事業実施区域内の１地点(図6.1.1-1参照)

＜調査地点＞

　・地上気象：１年間連続、

　・地域気象観測所（アメダス）の１時間値

　・アメダスさいたま（気温、降水量、風向、風速）

＜調査地点＞

　・上層気象：対象事業実施区域内の１地点(図6.1.1-1参照)

＜調査期間、回数＞

調　　　　　　　査
調　査　手　法　等

既存資料
調査

　下記資料等を調査するとともに、現地調査を実施した期間が気象的に異常でなかったかを確認
する。

　・上層気象：４季各１週間(原則１日あたり８回)の調査とする。

・学校、病院その他の環境保全
　についての配慮が特に必要な
　施設及び住宅の分布状況

　・最寄りの気象観測地点での統計値

　・上尾市消防本部東消防署（気温、降水量、風向、風速）

大気の移流、拡散等に影響を及
ぼす地形・地物の状況

現地踏
査・既存
資料調査

現地踏
査・既存
資料調査

＜調査方法＞

　・地上気象：「地上気象観測指針」（平成14年気象庁）に準拠した方法

　・上層気象：「高層気象観測指針」（平成16年気象庁）に準拠した方法

　道路の構造：現地踏査により確認する。
　交通量の状況：「全国道路・街路交通情報調査」（国土交通省）

現地踏
査・既存
資料調査
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表 6.1.1-3 調査地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分 No. 調査対象地等 調査項目 選定理由等

A-1
対象事業実施区域内
（さいたま菖蒲線）

対象事業実施区域の大気質の状況を把握す
る地点として選定する。
なお、対象事業実施区域は、さいたま菖蒲
線に接している。本路線は関係車両（資材
運搬等の車両、ごみ収集車両等）の主要な
走行経路になると想定されることから、沿
道大気を兼ねる地点として選定する。

A-2
対象事業実施区域の
北側住宅地(伊奈町：下宿
児童公園付近)

対象事業実施区域の北側の住宅地となる地
点として選定する。

A-3
対象事業実施区域の
東側住宅地(伊奈町：中部
公園付近)

対象事業実施区域の東側の住宅地となる地
点として選定する。

A-4
対象事業実施区域の
南側住宅地(上尾市：共同
福祉施設イコス上尾付近)

対象事業実施区域の南側の住宅地となる地
点として選定する。

A-5
対象事業実施区域の
西側住宅地(上尾市：上平
公園 東口駐車場付近)

対象事業実施区域の西側の住宅地となる地
点として選定する。

A-1
対象事業実施区域内
（さいたま菖蒲線）

さいたま菖蒲線は、関係車両（資材運搬等
の車両、ごみ収集車両等）の主要な走行経
路になると想定されることから、環境大気
を兼ねる地点として選定する。

A-6 町道第15号線
伊奈町側から対象事業実施区域への関係車
両（ごみ収集車両等）の主要な走行経路に
なると想定される地点として選定する。

A-7 さいたま菖蒲線

A-8 はなみずき通り

地上気象 A-1 対象事業実施区域内

風向・風速
気温・湿度
日射量、
放射収支量

上層気象 A-1 対象事業実施区域内
風向・風速
気温

一般環境
大気質

対象事業実施周辺の代表的な気象を把握す
る地点として選定する。

注:国道17号における一般車両交通量は49,552～52,204台/日であり、ごみ収集車両等による寄与率は
   2%未満と少ないことから調査地点は設定しない。

二酸化窒素
二酸化硫黄
浮遊粒子状物質
微小粒子状物質
塩化水素
ダイオキシン類
水銀
降下ばいじん（A-1
のみ）

上尾市側から対象事業実施区域への関係車
両（資材運搬等の車両、ごみ収集車両等）
の主要な走行経路になると想定される地点
として選定する。

二酸化窒素
浮遊粒子状物質
微小粒子状物質
炭化水素
道路交通の状況

沿道環境
大気質
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この地図は、国土地理院発行の電子地図2万5千分の1を使用したものである。

一般国道17号

さいたま
菖蒲線

蓮田鴻巣線

上尾蓮田線

上尾環状線

上尾久喜線

町道
第15号線

○

○

○

○

○

○

○

○

凡例

：対象事業実施区域

　地上気象・上層気象調査地点

図6.1.1-1　大気質・：国道
：主要地方道

：一般都道府県・指定市の一般市道

：主な搬出入道路
　(破線部分は計画道路を示す。)

○：一般環境大気質(兼 沿道環境大気質)・

○：沿道環境大気質調査地点

　地上気象・上層気象調査地点

○：一般環境大気質調査地点
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(1) 調査地点の選定について 

 

環境大気調査地点の選定に際しては、計画施設（107t/日×２炉または71.3t/日×３炉、煙突高さ59m）

の稼働に伴う煙突排ガスの最大着地濃度出現予想距離をもとに、次の点を勘案し選定した。 

・「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針」（平成 18 年９月 環境省）において、煙突排ガスによる影響

の調査対象地域として、最大着地濃度出現予想距離の概ね２倍を見込んで設定した例が示されている。 

・計画施設における最大着地濃度出現予想距離は、類似事例を参考とすると 1.0km 程度と考えられる（表

6.1.1-4 類似事例参照）。 

 

表 6.1.1-4 類似事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(参考) 

近年のごみ処理施設は、効率的に熱エネルギーを回収するため、従来の空気比 2.0 前後より低い 1.3

～1.5 程度の空気比で燃焼させる例が多くみられるようになっており、あわせて排ガス温度も低くな

り、これに伴って最大着地濃度出現距離は短くなっている。 

 

 

 

  

排出ガス量

m3N/h(WET)
ｍ (1炉あたり) ℃ m

福岡市
新西部工場

230t/日
×3炉

ストーカ式 80 51,120 150
約1,300

(地形考慮)

福岡市西部工場建替事業に係る
環境影響評価準備書
令和６年７月　福岡市

東京二十三区清掃
一部事務組合
新北清掃工場

300t/日
×2炉

ストーカ式 120 117,000 190 約1,000
環境影響評価書－北清掃工場建替
事業－令和３年 12 月
東京二十三区清掃一部事務組合

川口市
戸塚環境センター

142.5t/日
×2炉

ストーカ式 59 40,000 190 約740 注
川口市戸塚環境センター施設整備
事業に係る環境影響評価書
令和３年３月 川口市

佐賀東部クリーン
エコランド

172t/日
×2炉

ストーカ式 59 19,000 160 約720
佐賀県東部地域次期ごみ処理施設
整備事業に係る環境影響評価書
令和２年７月佐賀県鳥栖市

太田市外三町広域
清掃組合

165t/日
×2炉

ストーカ式 59 43,650 155 約680

太田市外三町広域一般廃棄物処理
施設整備事業に係る環境影響評価
書平成２９年２月
太田市外三町広域清掃組合

名古屋市
北名古屋工場

330t/日
×2炉

シャフト炉
式ガス化溶
融方式

100 100,000 171 920
北名古屋ごみ焼却工場建設事業に
係る環境影響評価準備書
平成２５年６月 北名古屋市

注：等濃度分布図からの読み取り値

出典処理方式処理能力
排出ガス

温度
煙突高

施設名
最大着地濃
度出現距離
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1.2 予測・評価 

1) 予測内容 

予測内容は表 6.1.2-1 に示すとおりである。 

 

表 6.1.2-1 予測内容 

 

 

 

 

 

 

 

2) 予測・評価方法等 

予測・評価方法等は、表6.1.2-2に示すとおりである。 

  

建設機械の稼働 　二酸化窒素、粉じん

資材運搬等車両の走行 　二酸化窒素、浮遊粒子状物質、炭化水素

　二酸化窒素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、水銀等

　（水銀及びその化合物）、塩化水素、ダイオキシン類

自動車等の走行 　二酸化窒素、浮遊粒子状物質、炭化水素

予測内容

工事中

施設の稼働
存在・供用時

6-7



表6.1.2-2 予測・評価方法等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予測手法等 評価手法
建設機械の稼働 ＜予測対象＞

（二酸化窒素） 　・二酸化窒素

＜予測時期＞

　・建設機械の稼働による大気への影響が最大となる時期とする。 ②以下に示す環境基準等との整合

＜予測地域＞ 　性が図られていること。

　・対象事業実施区域周辺地域とする。 ・環境基準（環境基本法)

＜予測方法＞ ・「面整備事業環境影響評価

　・長期平均濃度：プルーム・パフ式を用いた拡散シミュレーションにより 　技術マニュアル」(平成11年

　　　　　　　　　年平均値を予測する。 　11月、建設省都市局都市計画

建設機械の稼働 ＜予測対象＞ 　課監修)　参考値

（粉じん） 　・粉じん

＜予測時期＞

　・建設機械の稼働による大気への影響が最大となる時期とする。

＜予測地域＞

　・対象事業実施区域周辺地域とする。

＜予測方法＞

＜予測対象＞

　・二酸化窒素、浮遊粒子状物質、炭化水素

＜予測時期＞

　・資材運搬等の車両の走行による大気への影響が最大となる時期とする。 ②以下に示す環境基準等との整合

＜予測地点＞ 　性が図られていること。

　・資材運搬等の車両の主要走行ルートとする(図6.1.1-1参照)。 ・環境基準（環境基本法)

　　（A-6を除く３地点)

＜予測方法＞

　・長期平均濃度：プルーム・パフ式を用いた拡散シミュレーションにより

　　　　　　　　　年平均値を予測する。

施設の稼働 ＜予測対象＞

・二酸化窒素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、水銀等（水銀及びその化合

　物）、塩化水素、ダイオキシン類、

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とする。 ②以下に示す環境基準等との整合

＜予測地域＞ 　性が図られていること。

　・対象事業実施区域周辺とし、影響が最大となる地点を含む範囲とする。 ・環境基準（環境基本法)

＜予測方法＞ ・大気汚染防止法に基づく窒素酸

　・長期平均濃度：プルーム・パフ式を用いた拡散シミュレーションにより 　化物の排出基準の改正等につい

　　　　　　　　　年平均濃度を予測する。 　て」(昭和52年6月16日環大規第

　　　　　　　　　予測項目は二酸化窒素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、 　136号　(塩化水素)

　　　　　　　　　水銀等（水銀及びその化合物）及びダイオキシン類とす 　今後の有害大気汚染物質対策の

　　　　　　　　　る。 　あり方について(第７次答申)

　・短時間高濃度：プルーム式による拡散シミュレーションにより高濃度と 　(平成15年中央環境審議会)

　　　　　　　　　なる１時間値(大気安定度不安定時、上層逆転時、接地   (水銀等(水銀及びその化合物）)

　　　　　　　　　逆転層崩壊時、ダウンウォッシュ・ダウンドラフト時）

　　　　　　　　　を予測する。

　　　　　　　　　予測項目は二酸化窒素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、

　　　　　　　　　及び塩化水素とする。

自動車等の走行 ＜予測対象＞

　・二酸化窒素、浮遊粒子状物質、炭化水素

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とする。

＜予測地点＞

　・ごみ収集車両等の主要走行ルートとする(図6.1.1-1参照)。

　　（４地点)

＜予測方法＞

　・長期平均濃度：プルーム・パフ式を用いた拡散シミュレーションにより

　　　　　　　　　年平均値を予測する。

注:微小粒子状物質については、発生源や大気中の動態等の仕組みが解明されておらず、公に認知された予測手法がないため、
   現地調査のみ実施することとし、予測は実施しないこととする。

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい
　るかどうかを明らかにする。

資材運搬等の車両
の走行

・「光化学オキシダント生成防止
　のための大気中炭化水素濃度の
　指針について(答申)」(昭和51年
　8月、中央公害対策審議会)」に
　おける非メタン炭化水素の指針
　値 (炭化水素)

・「光化学オキシダント生成防止
　のための大気中炭化水素濃度の
　指針について(答申)」(昭和51年
　8月、中央公害対策審議会)」に
　おける非メタン炭化水素の指針
　値 (炭化水素)

予　測　・　評　価
環境影響要因

工
事
中

存
在
・
供
用
時

　・工事計画及び環境保全配慮事項等を勘案して定性的に予測する。また
　　は、「道路環境影響評価の技術手法」等を用いて定量的に予測する。

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい

るかどうかを明らかにする。

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい

るかどうかを明らかにする。
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1.3 環境の保全に関する方針 

環境の保全に関する方針は、表 6.1.3-1 に示すとおりである。 

 

表 6.1.3-1 環境の保全に関する配慮方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・建設機械は実行可能な範囲で、排出ガス対策型の機種を使用する。

・建設機械の集中稼働ができるだけ生じないような工事計画を検討する。

・建設機械の整備を適切に実施し、性能の維持に努める。

・建設機械の不必要な空ぶかしや過負荷運転の抑制に努める。

・資材運搬等の車両の不必要な空ぶかしの抑制やアイドリングストップに努める。

・排出ガス処理施設を設置し、適正な運転・管理を行う。

・ごみ収集車両等の不必要な空ぶかしの抑制やアイドリングストップに努める。

自動車等の走行

・資材運搬等の車両が、特定の日時・場所に集中しないよう計画的な運行管理に努
　める。

存
在
・
供
用
時

・敷地境界には工事用仮囲い等を設置するほか、敷鉄板の設置、散水等を実施し、
　粉じん等の飛散防止を図る。

・資材運搬等の車両は実行可能な範囲で、排出ガス規制適合車及び低燃費車、九都
　県市粒子状物質減少装置装着適合車等の低公害車を使用する。

・資材運搬等の車両は、原則として日曜日・祝日は走行せず、早朝に資材等を搬入
　しなければならない場合を除き、走行時間は午前8時から午後6時までの運行計画
　とする。

・資材運搬等の車両のタイヤに付着した泥・土の飛散を防止するために、工事関係
　車両出入口付近にて水洗いを行う。

・燃焼温度、ガス滞留時間等の管理により、安定燃焼の確保に努め、ダイオキシン
　類の再合成防止を図り、モニタリングを実施し、適正な運転・管理を行う。

・ごみ収集車両等は、原則として日曜日は走行せず、走行時間は午前8時から午後6時
　までの運行計画とする。

工
事
中

・施設の稼働に伴い発生する排出ガスは、「大気汚染防止法」、「ダイオキシン類
　対策特別措置法」及び「工場・事業場に係る窒素酸化物対策指導方針（埼玉県）」
　等に規定する規制基準を遵守するとともに、自主基準値を定め公害防止基準値と
　する。また、工事中、供用時は、モニタリングを実施し、適正な運転・管理を行
　う。

・ごみ収集車両等は実行可能な範囲で、排出ガス規制適合車及び低燃費車、九都県市
　粒子状物質減少装置装着適合車等の低公害車を使用する。

・ごみ収集車両等については、十分な点検・整備を行い、急発進や急加速を避けるな
　ど、適正な走行に努める。

建設機械の稼働

資材運搬等の車両
の走行

施設の稼働
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2 騒音・低周波音 

2.1 調査 

1) 調査内容 

工事中の建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行、供用後の施設の稼働及び自動車等の走行

に伴う騒音・低周波音への影響を予測・評価するための調査内容は、表 6.2.1-1 に示すとおりであ

る。 

 

表 6.2.1-1 調査内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・環境騒音、道路交通騒音

・低周波音(Ｇ特性音圧レベル、1/3 オクターブバンド音圧レベル)

道路交通の状況 ・道路の構造、交通量等

その他の予測・評
価に必要な事項

・既存の発生源(固定発生源、移動発生源)の状況
・学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設及び
　住宅の分布状況

調査内容

騒音及び低周波音
の状況

音の伝播に影響を及ぼす地形・地物の状況 
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2) 調査方法、調査地域・地点、調査期間・頻度 

調査は、表 6.2.1-2 に示すとおり、既存資料の収集及び現地調査により行う。また、現地調

査地点は、表 6.2.1-3 及び図 6.2.1-1 に示すとおりとする。 

 

表 6.2.1-2 調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調　査　対　象
騒音の状況 　下記資料を調査し、騒音の状況を把握する。

　・環境騒音の音圧レベル 　・「自動車交通騒音・道路交通振動実態調査結果」（埼玉県環境部）

　・道路交通騒音の音圧 ＜調査地点＞  (p.3-69,70 表3.2.1-8、p.3-71 図3.2.1-5参照)

　　レベル 　路線名：一般国道17号、県道さいたま菖蒲線、県道上尾蓮田線、県道蓮田鴻巣線、

　　　　　県道上尾久喜線、県道上尾環状線

現地調査 ＜調査地点＞

　・対象事業実施区域４地点（北側、東側、南側、西側）(図6.2.1-1参照)

＜調査期間、時期等＞

　・騒音の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とする。

＜調査方法＞

　・「騒音に係る環境基準について」（平成10年環告第64号）

　・「特定工場等において発生する騒音の規制に関する規制基準」（厚生省・

　　　農林省・通商産業省・運輸省告示1号）に定める方法

　・「JIS Z 8731:2019 環境騒音の表示・測定方法」

＜調査地点＞

　・関係車両主要走行ルートの４地点(図6.2.1-1参照)

＜調査期間、時期等＞

　・騒音の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とする。

＜調査方法＞

　・「騒音に係る環境基準について」（平成10年環告第64号）

低周波音の状況 現地調査 ＜調査地点＞

　・Ｇ特性音圧レベル 　・対象事業実施区域４地点（北側、東側、南側、西側）(図6.2.1-1参照)

　・1/3オクターブバンド音圧 ＜調査期間、時期等＞

　　レベル 　・低周波音の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とする。

＜調査方法＞

　・「低周波音の測定方法に関するマニュアル」（平成12年環境庁）

道路交通の状況

・道路の構造

・交通量の状況注１：

・走行速度 現地調査 ＜調査地点＞

　・交通量の状況：関係車両主要走行ルートの４地点(図6.2.1-1参照)

　・走行速度：関係車両主要走行ルートの４地点(図6.2.1-1参照)

＜調査期間、回数＞

　・交通の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とする。

＜調査方法＞

　・自動車交通量：カウンターにより計測調査する。

　・走行速度：ストップウオッチにより調査する。

　・地形：地理院地図 / GSI Maps｜国土地理院

　・地物：現地踏査による。

その他の関連事項 　現地踏査、地形図、土地利用現況図、住宅地図等の最新資料の収集等により把握する。

・既存の発生源の状況

注１：車種区分は二輪車、小型車、大型車（特殊車は形状に応じて分類）とする。

現地踏
査・既存
資料調査・学校、病院その他の環境保全

　についての配慮が特に必要な
　施設及び住宅の分布状況

音の伝播に影響を及ぼす地形・
地物の状況

現地踏
査・既存
資料調査

現地踏
査・既存
資料調査

　道路の構造：現地踏査により確認する。
　交通量の状況：「全国道路・街路交通情報調査」（国土交通省）

道
路
交
通
騒
音

調　　　　　　　査
調　査　手　法　等

環
境
騒
音

既存資料
調査
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表 6.2.1-3 調査地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分 No. 調査対象地等 調査項目 選定理由等

SV-1
対象事業実施区域の北側
敷地境界

対象事業実施区域の環境騒音、低周波音を
代表する地点として、北側敷地境界を選定
する。

SV-2
対象事業実施区域の東側
敷地境界

対象事業実施区域の環境騒音、低周波音を
代表する地点として、東側敷地境界を選定
する。

SV-3
対象事業実施区域の南側
敷地境界

対象事業実施区域の環境騒音、低周波音を
代表する地点として、南側敷地境界を選定
する。

SV-4
対象事業実施区域の西側
敷地境界

対象事業実施区域の環境騒音、低周波音を
代表する地点として、西側敷地境界を選定
する。

SV-5 さいたま菖蒲線
関係車両（資材運搬等の車両、ごみ収集車
両等）の主要な走行経路になると想定され
る地点として選定する。

SV-6 町道第15号線
伊奈町側から対象事業実施区域への関係車
両（ごみ収集車両等）の主要な走行経路に
なると想定される地点として選定する。

SV-7 さいたま菖蒲線

SV-8 はなみずき通り

注:国道17号における一般車両交通量は49,552～52,204台/日であり、ごみ収集車両等による寄与率は
   2%未満と少ないことから調査地点は設定しない。

沿道交通
騒音

道路交通騒音
道路交通の状況

環境騒音・
低周波音

環境騒音
低周波音

上尾市側から対象事業実施区域への関係車
両（資材運搬等の車両、ごみ収集車両等）
の主要な走行経路になると想定される地点
として選定する。
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400m

Ｓ＝1:10,000

0 200

N

この地図は、国土地理院発行の電子地図2万5千分の1を使用したものである。

100

○

○
○

○

凡例

○：環境騒音・低周波音調査地点

：対象事業実施区域

図6.2.1-1(1/2)　環境騒音・低周波音調査地点
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1000m

Ｓ＝1:25,000

0 250 500

N

この地図は、国土地理院発行の電子地図2万5千分の1を使用したものである。

一般国道17号

さいたま
菖蒲線

蓮田鴻巣線

上尾蓮田線

上尾環状線

上尾久喜線

町道
第15号線

○

○

○

凡例

○：沿道交通騒音調査地点

：対象事業実施区域

○

図6.2.1-1(2/2)　道路交通騒音調査地点

：国道

：主要地方道

：一般都道府県・指定市の一般市道

：主な搬出入道路
　(破線部分は計画道路を示す。)
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2.2 予測・評価 

1) 予測内容 

予測内容は表 6.2.2-1 に示すとおりである。 

 

表 6.2.2-1 予測内容 

 

 

 

 

 

 

2) 予測・評価方法等 

予測・評価方法等は、表6.2.2-2に示すとおりである。 

  

建設機械の稼働 建設作業騒音レベル

資材運搬等車両の走行 道路交通騒音レベル

施設の稼働 施設騒音レベル、低周波音圧レベル

自動車等の走行 道路交通騒音レベル

予測内容

工事中

存在・供用時
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表6.2.2-2 予測・評価方法等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予測手法等 評価手法
建設機械の稼働 ＜予測対象＞

　・建設作業騒音の騒音レベル

＜予測時期＞

　・建設機械の稼働による騒音の影響が最大となる時期とする。

＜予測地域＞ ②以下に示す環境基準、規制基準

　・対象事業実施区域周辺地域とする。 　等との整合性が図られているこ

＜予測方法＞ 　と。

・特定建設作業騒音に係る規制

　基準（騒音規制法）

＜予測対象＞ ・騒音に係る環境基準（環境基本

　・道路交通騒音レベル 　法）

＜予測時期＞ ・工場・事業場に係る規制基準

　・資材運搬等の車両の走行による騒音の影響が最大となる時期とする。 　（騒音規制法）

＜予測地点＞

　・資材運搬等の車両の主要走行ルートとする(図6.2.1-1参照)。

　　（SV-6を除く３地点)

＜予測方法＞

　・「ASJ RTN-Model 2018」((社）日本音響学会)による伝搬理論計算式

　　により予測する。

施設の稼働 ＜予測対象＞

　・施設の騒音レベル

　・施設からの低周波音

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とする。

＜予測地域＞

　・対象事業実施区域周辺地域とする。

＜予測方法＞

　・施設の騒音レベル

　　施設の稼働による音圧レベルを把握し、音の伝搬理論による計算により

　　予測する。

　・施設からの低周波音

　　類似事例、環境保全のための措置等を参照して定性的に予測する。

自動車等の走行 ＜予測対象＞

　・道路交通騒音レベル

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とする。

＜予測地点＞

　・ごみ収集車両等の主要走行ルートとする(図6.2.1-1参照)。

　　（４地点)

＜予測方法＞

　・「ASJ RTN-Model 2018」((社）日本音響学会)による伝搬理論計算式

　　により予測する。

予　測　・　評　価
環境影響要因

存
在
・
供
用
時

工
事
中

　・工事計画から想定される建設機械の種類、稼働台数、配置等を設定し、
　　音の伝搬理論式を用いて定量的に予測する。

資材運搬等の車両
の走行

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい
　るかどうかを明らかにする。

・「低周波音の測定方法に関する
　マニュアル」(平成12年10月、
　環境庁大気保全局)に示された
　科学的知見
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2.3 環境の保全に関する方針 

環境の保全に関する方針は、表 6.2.3-1 に示すとおりである。 

 

表 6.2.3-1 環境の保全に関する配慮方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

建設機械の稼働 ・建設機械は実行可能な範囲で、低騒音型の機種を使用する。

・建設機械の集中稼働ができるだけ生じないような工事計画を検討する。

・建設機械の整備を適切に実施し、性能の維持に努める。

・建設機械の不必要な空ぶかしや過負荷運転の抑制に努める。

・資材運搬等の車両の不必要な空ぶかしの抑制やアイドリングストップに努める。

施設の稼働 ・設備機器は実行可能な範囲で、低騒音型の機種を採用する。

・各設備は、定期点検を実施し、常に正常な運転を行うように維持管理を徹底する。

自動車等の走行

・ごみ収集車両等の不必要な空ぶかしの抑制やアイドリングストップに努める。

存
在
・
供
用
時 ・ごみ収集車両等は、原則として日曜日は走行せず、走行時間は午前8時から午後6時

　までの運行計画とする。

・ごみ収集車両等については、十分な点検・整備を行い、急発進や急加速を避けるな
　ど、適正な走行に努める。

・設備機器は実行可能な範囲で、地下や建築物内に配置し、騒音の施設外部への伝
  播の防止に努める。

・建築物等による音の反射や敷地境界までの距離に応じ、吸排気口の位置に留意し
  て、設備機器の配置を検討する。

・敷地境界における騒音の公害防止基準として、「騒音規制法」、「埼玉県生活環境
　保全条例」において規定される第２種区域の規制基準値を適用する。

工
事
中

・敷地境界または工事区域の境界上に、工事用仮囲い等を設置し、騒音の伝播防止を
  図る。

資材運搬等の車両
の走行

・資材運搬等の車両は、原則として日曜日・祝日は走行せず、早朝に資材等を搬入
　しなければならない場合を除き、走行時間は午前8時から午後6時までの運行計画
　とする。

・資材運搬等の車両が、特定の日時・場所に集中しないよう計画的な運行管理に努
　める。
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3 振動 

3.1 調査 

1) 調査内容 

工事中の建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行、供用後の施設の稼働及び自動車等の走行

に伴う振動への影響を予測・評価するための調査内容は、表 6.3.1-1 に示すとおりである。 

 

表 6.3.1-1 調査内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

振動の状況 ・環境振動、道路交通振動、地盤卓越振動数

道路交通の状況 ・道路の構造、交通量等

その他の予測・評
価に必要な事項

・既存の発生源(固定発生源、移動発生源)の状況
・学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設及び
　住宅の分布状況

調査内容

振動の伝播に影響を及ぼす地形・地物の状況 
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2) 調査方法、調査地域・地点、調査期間・頻度 

調査は、表 6.3.1-2 に示すとおり、既存資料の収集及び現地調査により行う。また、現地調

査地点は、表 6.3.1-3 及び図 6.3.1-1 に示すとおりとする。 

 

表 6.3.1-2 調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調　査　対　象
振動の状況 　下記資料を調査し、振動の状況を把握する。

　・環境振動レベル 　・「自動車交通騒音・道路交通振動実態調査結果」（埼玉県環境部）

　・道路交通振動レベル ＜調査地点＞  (p.3-72 表3.2.1-10、p.3-71 図3.2.1-5参照)

　・地盤卓越振動数 　路線名：一般国道17号、県道さいたま菖蒲線

現地調査 ＜調査地点＞

　・対象事業実施区域４地点（北側、東側、南側、西側）(図6.3.1-1参照)

＜調査期間、時期等＞

　・振動の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とする。

＜調査方法＞

　・振動レベル測定方法(JIS Z 8735:1981)による。

＜調査地点＞

　・関係車両主要走行ルートの４地点(図6.3.1-1参照)

＜調査期間、時期等＞

　・振動の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とする。

＜調査方法＞

　・振動レベル測定方法(JIS Z 8735:1981)による。

＜調査地点＞

　・道路交通振動の調査地点と同様とする。

＜調査期間、時期等＞

　・道路交通振動の調査期間内にそれぞれ１回とする。

＜調査方法＞

道路交通の状況

・道路の構造

・交通量の状況注１：

・走行速度 現地調査 ＜調査地点＞

　・交通量の状況：関係車両主要走行ルートの４地点(図6.3.1-1参照)

　・走行速度：関係車両主要走行ルートの４地点(図6.3.1-1参照)

＜調査期間、回数＞

　・交通の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とする。

＜調査方法＞

　・自動車交通量：カウンターにより計測調査する。

　・走行速度：ストップウオッチにより調査する。

　・地形：地理院地図 / GSI Maps｜国土地理院

　・地物：現地踏査による。

その他の関連事項 　現地踏査、地形図、土地利用現況図、住宅地図等の最新資料の収集等により把握する。

・既存の発生源の状況

注１：車種区分は二輪車、小型車、大型車（特殊車は形状に応じて分類）とする。

現地踏
査・既存
資料調査・学校、病院その他の環境保全

　についての配慮が特に必要な
　施設及び住宅の分布状況

　道路の構造：現地踏査により確認する。
　交通量の状況：「全国道路・街路交通情報調査」（国土交通省）

既存資料
調査

現地踏
査・既存
資料調査

振動の伝播に影響を及ぼす地
形・地物の状況

現地踏
査・既存
資料調査

　・「道路環境影響評価の技術手法 平成24年度版」(国土技術政策総合研究所)に定め
    る測定方法(大型車の単独走行時10台分)

地
盤
卓
越
振
動
数

調　　　　　　　査
調　査　手　法　等

環
境
振
動

道
路
交
通
振
動
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表 6.3.1-3 調査地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分 No. 調査対象地等 調査項目 選定理由等

SV-1
対象事業実施区域の北側
敷地境界

対象事業実施区域の環境振動を代表する地
点として、北側敷地境界を選定する。

SV-2
対象事業実施区域の東側
敷地境界

対象事業実施区域の環境振動を代表する地
点として、東側敷地境界を選定する。

SV-3
対象事業実施区域の南側
敷地境界

対象事業実施区域の環境振動を代表する地
点として、南側敷地境界を選定する。

SV-4
対象事業実施区域の西側
敷地境界

対象事業実施区域の環境振動を代表する地
点として、西側敷地境界を選定する。

SV-5 さいたま菖蒲線
関係車両（資材運搬等の車両、ごみ収集車
両等）の主要な走行経路になると想定され
る地点として選定する。

SV-6 町道第15号線
伊奈町側から対象事業実施区域への関係車
両（ごみ収集車両等）の主要な走行経路に
なると想定される地点として選定する。

SV-7 さいたま菖蒲線

SV-8 はなみずき通り

注:国道17号における一般車両交通量は49,552～52,204台/日であり、ごみ収集車両等による寄与率は
   2%未満と少ないことから調査地点は設定しない。

環境振動 環境振動

沿道交通
振動

道路交通振動
地盤卓越振動数
道路交通の状況

上尾市側から対象事業実施区域への関係車
両（資材運搬等の車両、ごみ収集車両等）
の主要な走行経路になると想定される地点
として選定する。
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400m

Ｓ＝1:10,000

0 200

N

この地図は、国土地理院発行の電子地図2万5千分の1を使用したものである。

100

凡例

○：環境振動調査地点

：対象事業実施区域

図6.3.1-1(1/2)　環境振動調査地点

○

○
○

○
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1000m

Ｓ＝1:25,000

0 250 500

N

この地図は、国土地理院発行の電子地図2万5千分の1を使用したものである。

一般国道17号

さいたま
菖蒲線

蓮田鴻巣線

上尾蓮田線

上尾環状線

上尾久喜線

町道
第15号線

○

○

○

凡例

○：沿道交通振動調査地点

：対象事業実施区域

○

図6.3.1-1(2/2)　道路交通振動調査地点

：国道

：主要地方道

：一般都道府県・指定市の一般市道

：主な搬出入道路
　(破線部分は計画道路を示す。)
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3.2 予測・評価 

1) 予測内容 

予測内容は表 6.3.2-1 に示すとおりである。 

 

表 6.3.2-1 予測内容 

 

 

 

 

 

2) 予測・評価方法等 

予測・評価方法等は、表6.3.2-2に示すとおりである。 

 

表6.3.2-2 予測・評価方法等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設機械の稼働 建設作業振動レベル

資材運搬等車両の走行 道路交通振動レベル

施設の稼働 施設振動レベル、低周波音圧レベル

自動車等の走行 道路交通振動レベル

予測内容

工事中

存在・供用時

予測手法等 評価手法
建設機械の稼働 ＜予測対象＞

　・建設作業振動レベル

＜予測時期＞

　・建設機械の稼働による振動の影響が最大となる時期とする。

＜予測地域＞ ②以下に示す規制基準との整合性

　・対象事業実施区域周辺地域とする。 　が図られていること。

＜予測方法＞ ・特定建設作業振動に係る規制

　基準（振動規制法）

・道路交通振動の要請限度

＜予測対象＞ 　（振動規制法）

　・道路交通振動レベル ・工場・事業場に係る規制基準

＜予測時期＞ 　（振動規制法）

　・資材運搬等の車両の走行による振動の影響が最大となる時期とする。

＜予測地点＞

　・資材運搬等の車両の主要走行ルートとする(図6.3.1-1参照)。

　　（SV-6を除く３地点)

＜予測方法＞

　・「道路環境影響評価の技術手法平成24年度版」（国土交通省国土技術

　　政策総合研究所）に示されている提案式「振動レベルの80％上端値を

　　予測するための式」を用いた計算による。

施設の稼働 ＜予測対象＞

　・施設の振動レベル

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とする。

＜予測地域＞

　・対象事業実施区域周辺地域とする。

＜予測方法＞

　・施設の稼働による振動レベルを把握し、伝搬理論式により予測する。

自動車等の走行 ＜予測対象＞

　・道路交通振動レベル

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とする。

＜予測地点＞

　・ごみ収集車両等の主要走行ルートとする(図6.3.1-1参照)。

　　（４地点)

＜予測方法＞

　・「道路環境影響評価の技術手法平成24年度版」（国土交通省国土技術

　　政策総合研究所）に示されている提案式「振動レベルの80％上端値を

　　予測するための式」を用いた計算による。

　・「工事計画から想定される建設機械の種類、稼働台数、配置等を設定
    し、振動の伝搬理論式を用いて定量的に予測する。

資材運搬等の車両
の走行

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい
　るかどうかを明らかにする。

存
在
・
供
用
時

予　測　・　評　価
環境影響要因

工
事
中
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3.3 環境の保全に関する方針 

環境の保全に関する方針は、表 6.3.3-1 に示すとおりである。 

 

表 6.3.3-1 環境の保全に関する配慮方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

建設機械の稼働 ・建設機械は実行可能な範囲で、低振動型の機種を使用する。

・建設機械の集中稼働ができるだけ生じないような工事計画を検討する。

・建設機械の整備を適切に実施し、性能の維持に努める。

・建設機械の不必要な空ぶかしや過負荷運転の抑制に努める。

・資材運搬等の車両の不必要な空ぶかしの抑制やアイドリングストップに努める。

施設の稼働 ・設備機器は実行可能な範囲で、低振動型の機種を採用する。

・各設備は、定期点検を実施し、常に正常な運転を行うように維持管理を徹底する。

自動車等の走行

・ごみ収集車両等の不必要な空ぶかしの抑制やアイドリングストップに努める。

工
事
中

資材運搬等の車両
の走行

・資材運搬等の車両は、原則として日曜日・祝日は走行せず、早朝に資材等を搬入
　しなければならない場合を除き、走行時間は午前8時から午後6時までの運行計画
　とする。

・資材運搬等の車両が、特定の日時・場所に集中しないよう計画的な運行管理に努
　める。

存
在
・
供
用
時

・特に振動の発生が想定される設備機器は、振動の伝播を防止する装置等を設置す
　る。

・敷地境界における振動の公害防止基準として、「振動規制法」、「埼玉県生活環境
　保全条例」において規定される第１種区域の規制基準値を適用する。

・ごみ収集車両等は、原則として日曜日は走行せず、走行時間は午前8時から午後6時
　までの運行計画とする。
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4 悪臭 

4.1 調査 

1) 調査内容 

供用後の施設の稼働に伴う悪臭への影響を予測・評価するための調査内容は、表 6.4.1-1 に示す

とおりである。 

 

表 6.4.1-1 調査内容 

 

 

 

 

 

 

 

  

悪臭の状況 ・臭気指数(臭気濃度)及び特定悪臭物質(22項目)の濃度等の状況

気象の状況 ・風向・風速、大気安定度(日射量、放射収支量)、気温・湿度

その他の予測・評
価に必要な事項

・既存の発生源(固定発生源、移動発生源)の状況
・学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設及び
　住宅の分布状況

調査内容

大気の移流、拡散等に影響を及ぼす地形・地物の状況 
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2) 調査方法、調査地域・地点、調査期間・頻度 

調査は、表 6.4.1-2 に示すとおり、既存資料の収集及び現地調査により行う。また、現地調

査地点は、表 6.4.1-3 及び図 6.4.1-1 に示すとおりとする。 

 

表 6.4.1-2 調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6.4.1-3 調査地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 No. 調査対象地等 調査項目 選定理由等

O-1
(風上)

対象事業実施区域の悪臭の状況を把握する
地点として、敷地境界の風上にあたる地点
を選定する。

O-1
(風下)

対象事業実施区域の悪臭の状況を把握する
地点として、敷地境界の風下にあたる地点
を選定する。

O-2
対象事業実施区域の
北側住宅地(伊奈町：下宿
児童公園付近)

対象事業実施区域の北側の住宅地となる地
点として選定する。

O-3
対象事業実施区域の
東側住宅地(伊奈町：中部
公園付近)

対象事業実施区域の東側の住宅地となる地
点として選定する。

O-4
対象事業実施区域の
南側住宅地(上尾市：共同
福祉施設イコス上尾付近)

対象事業実施区域の南側の住宅地となる地
点として選定する。

O-5
対象事業実施区域の
西側住宅地(上尾市：上平
公園 東口駐車場付近)

対象事業実施区域の西側の住宅地となる地
点として選定する。

対象事業実施区域敷地境界
（調査当日の風向に応じて

調査地点を移動する）

特定悪臭物質
（22物質）
臭気指数

臭気指数

悪臭の
状況

調　査　対　象
悪臭の状況 現地調査 ＜調査地点＞

・特定悪臭物質注：22項目 　・対象事業実施区域の敷地境界(風上、風下)の２地点

・臭気指数(臭気濃度) 　・対象事業実施区域周辺の住宅地の４地点（臭気指数のみの調査とする。)

　　（大気質のA-2,3,4,5と同様)）(図6.4.1-1参照)

＜調査期間、回数＞

　・気温が高く悪臭の影響が発生しやすい夏季及び比較対象となる冬季の計２回とする。

＜調査方法＞

　・特定悪臭物質濃度：「特定悪臭物質の測定方法」(昭和47年環告示第９号)

　・臭気指数：｢臭気指数及び臭気排出強度の算定の方法｣(平成７年環告示第63号)

気象

　・風向、風速

　・大気安定度 　・地域気象観測所（アメダス）の１時間値

　（日射量、放射収支量） 　・最寄りの気象観測地点での統計値

＜調査地点＞

　・アメダスさいたま（気温、降水量、風向、風速）

　・上尾市消防本部東消防署（気温、降水量、風向、風速）

　　(p.3-58 図3.2.1-1参照)

その他の関連事項 　現地踏査、地形図、土地利用現況図、住宅地図等の最新資料の収集等により把握する。

・既存の発生源の状況

注：特定悪臭物質　アンモニア、メチルメルカプタン、硫化水素、硫化メチル、二硫化メチル、トリメチルアミン、アセトア

　　　　　　　　　ルデヒド、プロピオンアルデヒド、ノルマルブチルアルデヒド、イソブチルアルデヒド、ノルマルバレル

　　　　　　　　　アルデヒド、イソバレルアルデヒド、イソブタノール、酢酸エチル、メチルイソブチルケトン、トルエン、

　　　　　　　　　スチレン、キシレン、プロピオン酸、ノルマル酪酸、ノルマル吉草酸、イソ吉草酸

・学校、病院その他の環境保全
　についての配慮が特に必要な
　施設及び住宅の分布状況

既存資料
調査

調　　　　　　　査
調　査　手　法　等

　下記資料等を調査するとともに、現地調査を実施した期間が気象的に異常でなかったかを確認
する（「1 大気質」と同様）。

現地踏
査・既存
資料調査
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4.2 予測・評価 

1) 予測内容 

予測内容は表 6.4.2-1 に示すとおりである。 

 

表 6.4.2-1 予測内容 

 

 

 

 

2) 予測・評価方法等 

予測・評価方法等は、表6.4.2-2に示すとおりである。 

 

表6.4.2-2 予測・評価方法等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 環境の保全に関する方針 

環境の保全に関する方針は、表 6.4.3-1 に示すとおりである。 

 

表 6.4.3-1 環境の保全に関する配慮方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

存在・供用時 施設の稼働 特定悪臭物質、臭気指数

予測内容

予測手法等 評価手法
施設の稼働 ＜予測対象＞

（排出ガス） ・特定悪臭物質

（臭気の漏洩） ・臭気指数

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とする。 ②以下に示す規制基準等との整合

＜予測地域＞ 　性が図られていること。

　・対象事業実施区域周辺とし、影響濃度が最大となる地点を含む範囲 ・敷地境界における規制基準

　　とする（現地調査地点を含む）。 　　　　　　　（悪臭防止法）

＜予測方法＞

　・煙突排ガスによる影響は、臭気指数等についてプルーム式による

　　拡散シミュレーションにより予測する。

　・臭気の漏洩については、悪臭対策等の事業計画の内容を明らかにする

　　とともに、類似事例等を参照して予測する。

予　測　・　評　価
環境影響要因

存
在
・
供
用
時

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい
　るかどうかを明らかにする。

施設の稼働

・悪臭に係る公害防止基準値は、「悪臭防止法」において規定されるB区域の規制基準
　値を適用する。

存
在
・
供
用
時

・可燃物処理施設において臭気が発生しやすい場所は密閉構造とし、内部を負圧に
　し、臭気の漏洩を防ぐ。

・プラットホーム及び敷地内道路は定期的に清掃するとともに、必要に応じプラッ
　トホーム及びごみピット内への消臭剤散布により悪臭防止に努める。
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5 水質 

5.1 調査 

1) 調査内容 

工事中の造成等の工事に伴う水質への影響を予測・評価するための調査内容は、表 6.5.1-1 に示

すとおりである。 

 

表 6.5.1-1 調査内容 

 

 

 

 

 

 

 

  

公共用水域の水質 ・生活環境項目、健康項目、ダイオキシン類等

・河川の流量・流速

・河川等の形状、底質の堆積状況等

その他の予測・評
価に必要な事項

・土砂の性状（沈降特性）
・降水量
・既存の発生源の状況
・水利用及び水域利用の状況

調査内容

水象の状況
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2) 調査方法、調査地域・地点、調査期間・頻度 

調査は、表 6.5.1-2 に示すとおり、既存資料の収集及び現地調査により行う。また、現地調

査地点は、表 6.5.1-3 及び図 6.5.1-1 に示すとおりとする。 
 

表 6.5.1-2 調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6.5.1-3 調査地点 

 

 

 

 

 

区分 No. 調査対象地等 調査項目 選定理由等

W-1
原市沼川
対象事業実施区域の上流

原市沼川の対象事業実施区域からの排水が
流れ込む上流の地点を選定する。

W-2
原市沼川
対象事業実施区域の下流

原市沼川の対象事業実施区域からの排水が
流れ込む地点の下流を選定する。

公共用
水域の
水質、
水象の
状況

・生活環境項目等
・流量、流速
・土砂の性状（沈降
　特性)
・河川等の形状、
　底質の堆積状況等

調　査　対　象
公共用水域の水質 　下記資料を調査し、水質汚濁物質濃度の状況を把握する。

水象の状況 　・「上尾市環境年次報告書（最新版）」（上尾市）

　・生活環境項目 　・「水質検査結果（最新版）」（伊奈町）

　・健康項目 ＜調査地点＞ (p.3-75 図3.2.2-1参照)

　・その他の水質指標 　・原市沼川（上平橋、境橋）

　・流量 　・綾瀬川（立合橋）

　・綾瀬川（境橋、大針橋、綾瀬橋、別所橋、綾瀬川・原市沼川合流点）

　・原市沼川（境橋、埼玉トヨペット先）

　　（流量は原市沼川（上平橋、境橋）、綾瀬川（立合橋）のみ）

公共用水域の水質 現地調査 ＜調査地点＞

水象の状況 　・対象事業実施区域周辺２地点(図6.5.1-1参照)

（平常時） ＜調査期間、時期等＞

　・生活環境項目等注1 　４季に各１回とする。

　・流量、流速 ＜調査方法＞

　・「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和46年環告第59号）

　・可搬式流速計等を用いる断面法による。

　・現地踏査による。

（降雨時） 現地調査 ＜調査地点＞

　・浮遊物質量（SS） 　・対象事業実施区域周辺２地点(図6.5.1-1参照)

　・濁度 ＜調査期間、時期等＞

　・電気伝導度（EC） 　・降雨時２回（各回２試料採取）

　・pH ＜調査方法＞

　・流量 　・「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和46年環告第59号）

　・可搬式流速計等による。

土砂の性状（沈降特性) 現地調査 ＜調査地点＞

　・浮遊物質量（SS） 　・対象事業実施区域の代表地点

＜調査期間、時期等＞

　・土壌調査等にあわせて実施（１回）

＜調査方法＞

　・SSと静置（経過）時間との近似式を求める。

その他の関連事項 　・アメダスさいたま（気温、降水量、風向、風速）

　・降水量の状況 　・上尾市消防本部東消防署（気温、降水量、風向、風速）

　・水利用及び水域利用の 　　(p.3-58 図3.2.1-1参照)

　　状況

　・既存の主な発生源の状況

注1：生活環境項目等　水素イオン濃度（pH）、生物化学的酸素要求量（BOD）、浮遊物質量（SS）、溶存酸素（DO）、大腸菌数

　現地踏査、地形図、土地利用現況図、住宅地図、漁業権設定の状況等について最新資料の
収集等により把握する。

現地踏
査・既存
資料調査

調　　　　　　　査
調　査　手　法　等

既存資料
調査

　・河川等の形状、底質の堆
　　積状況等
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5.2 予測・評価 

1) 予測内容 

予測内容は表 6.5.2-1 に示すとおりである。 

 

表 6.5.2-1 予測内容 

 

 

 

 

2) 予測・評価方法等 

予測・評価方法等は、表6.5.2-2に示すとおりである。 

 

表6.5.2-2 予測・評価方法等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3 環境の保全に関する方針 

環境の保全に関する方針は、表 6.5.3-1 に示すとおりである。 

 

表 6.5.3-1 環境の保全に関する配慮方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

造成等の工事

・沈砂池等に堆積する土砂の定期的な除去、処理水のSSの適宜測定等により、濁り
　の除去効果が低下しないよう適切に維持・管理を実施する。

・コンクリート工事等で発生する排水について、状況に応じて中和処理を実施し、
　アルカリ排水の排出を抑制する。

工
事
中

・工事中に発生する濁水は、対象事業実施区域内に仮設沈砂設備（以下、「沈砂池
　等」という。）を設置することにより、濁水の発生を抑制する。

工事中 造成等の工事 浮遊物質量（SS）、水素イオン濃度（pH）

予測内容

予測手法等 評価手法
造成等の工事 ＜予測対象＞

　・浮遊物質量（SS）、水素イオン濃度（pH）

＜予測時期＞

　・造成等の施工時とする。

＜予測地点＞ ②以下に示す環境基準、規制基準

　・工事中雨水の原市沼川合流先及びその下流とする。 　等との整合性が図られているこ

　　(現地調査地点と同様とする。)(図6.5.1-1参照) 　と。

＜予測方法＞ ・水質汚濁に係る環境基準（生活

　浮遊物質量（SS） 　環境の保全に関する環境基準）

　・工事計画、土壌沈降試験結果、濁水防止対策の内容を参照し、これまで 　(河川)（環境基本法）

　　の降雨状況を踏まえて、発生する濁水量を求め、単純混合式等により

　　予測する。

　水素イオン濃度（pH）

　・工事計画、類似事例等を参照して定性的に予測する。

予　測　・　評　価
環境影響要因

工
事
中

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい
　るかどうかを明らかにする。
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6 土壌 

6.1 調査 

1) 調査内容 

工事中の造成等の工事、供用後の施設の稼働に伴う土壌の影響を予測・評価するための調査内容

は、表 6.6.1-1 に示すとおりである。 

なお、本環境影響評価の実施と並行して、土壌汚染対策法に基づく地歴調査を実施中である。地歴

調査では、対象事業実施区域における土壌汚染のおそれを以下の３種に区分する。 

・土壌汚染が存在するおそれが「ない」と認められる土地 

 → 試料採取等は必要としない 

・土壌汚染が存在するおそれが「少ない」と認められる土地 

 → 900 m²単位で試料採取等対象物質の種類ごとに試料採取等を行う。 

・土壌汚染が存在するおそれが「比較的多い」と認められる土地。 

→ 100 m²単位で試料採取等対象物質の種類ごとに試料採取等を行う。 

ここで、土壌汚染が明らかになった場合には、土壌汚染対策法に基づき、適切な手続き、措置を講

じるものとする。 

したがって、本環境影響評価では、施設稼働後の煙突より放出されるばい煙に含まれるダイオキ

シン類について、調査、予測・評価する。 

   

表 6.6.1-1 調査内容 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他の予測・評
価に必要な事項

・水象の状況(地下水の水位、流向、水質の状況)
・気象の状況(降水量)
・対象事業実施区域の土地利用の履歴
・土地利用状況

調査内容

土壌の状況 ・土壌に係る有害物質（ダイオキシン類)の状況
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2) 調査方法、調査地域・地点、調査期間・頻度 

調査は、表 6.6.1-2 に示すとおり、既存資料の収集及び現地調査により行う。また、現地調

査地点は、表 6.6.1-3 及び図 6.6.1-1 に示すとおりとする。 

 

表 6.6.1-2 調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6.6.1-3 調査地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分 No. 調査対象地等 調査項目 選定理由等

S-1 対象事業実施区域内
対象事業実施区域内の代表的な一般環境を
把握する地点として選定する。

S-2
対象事業実施区域の
北側住宅地(伊奈町：下宿
児童公園付近)

対象事業実施区域の北側の住宅地となる地
点として選定する。

S-3
対象事業実施区域の
東側住宅地(伊奈町：中部
公園付近)

対象事業実施区域の東側の住宅地となる地
点として選定する。

S-4
対象事業実施区域の
南側住宅地(上尾市：共同
福祉施設イコス上尾付近)

対象事業実施区域の南側の住宅地となる地
点として選定する。

S-5
対象事業実施区域の
西側住宅地(上尾市：上平
公園 東口駐車場付近)

対象事業実施区域の西側の住宅地となる地
点として選定する。

土壌の
状況

ダイオキシン類

調　査　対　象
土壌に係る有害物質の状況 現地調査 ＜調査地点＞

　・ダイオキシン類 　・対象事業実施区域及び周辺４地点の計５地点(図6.6.1-1参照)

＜調査期間、時期等＞

　・１回とする。

＜調査方法＞

　・「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚染に係る環境基準に

　　ついて」（平成11年環告第68号）

その他の関連事項 　・アメダスさいたま（気温、降水量、風向、風速）

　・上尾市消防本部東消防署（気温、降水量、風向、風速）

　　(p.3-58 図3.2.1-1参照)

・水象の状況(地下水の水位、
　流向、水質の状況)
・気象の状況(降水量)
・対象事業実施区域の土地利
　用の履歴
・土地利用状況

現地踏
査・既存
資料調査

　現地踏査、地形図、土地利用現況図、住宅地図等の最新資料の収集等により把握する。

調　　　　　　　査
調　査　手　法　等
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この地図は、国土地理院発行の電子地図2万5千分の1を使用したものである。
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○

○
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○

凡例

○：土壌調査地点

：対象事業実施区域

図6.6.1-1　土壌調査地点
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6.2 予測・評価 

1) 予測内容 

予測内容は表 6.6.2-1 に示すとおりである。 

 

表 6.6.2-1 予測内容 

 

 

 

 

2) 予測・評価方法等 

予測・評価方法等は、表6.6.2-2に示すとおりである。 

 

表6.6.2-2 予測・評価方法等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3 環境の保全に関する方針 

環境の保全に関する方針は、表 6.6.3-1 に示すとおりである。 

 

表 6.6.3-1 環境の保全に関する配慮方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

存在・供用時 施設の稼働 土壌中のダイオキシン類

予測内容

予測手法等 評価手法
施設の稼働 ＜予測対象＞

（排出ガス） 　・ダイオキシン類

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とする。

＜予測地域＞ ②以下に示す環境基準との整合性

　・対象事業実施区域内を除く現地調査地点（４地点）とする。 　が図られていること。

＜予測方法＞ ・ダイオキシン類による大気汚染

　・大気質の予測結果、類似事例等を参照して予測する。 　に係る環境基準（ダイオキシン

　類対策特別措置法）

存
在
・
供
用
時

予　測　・　評　価
環境影響要因

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい
　るかどうかを明らかにする。

施設の稼働 ・施設の稼働に伴い発生する排出ガスは、「大気汚染防止法」、「ダイオキシン類
　対策特別措置法」及び「工場・事業場に係る窒素酸化物対策指導方針（埼玉県）」
　等に規定する規制基準を遵守するとともに、自主基準値を定め公害防止基準値と
　する。また、工事中、供用時は、モニタリングを実施し、適正な運転・管理を行
　う。

・排ガス処理設備を適切に運転・管理を行うことで、排出ガス中の大気汚染物質の
　捕集、除去を行い土壌への沈降、蓄積による汚染の防止に努める。

・焼却灰やばいじんの搬出あたって、灰等の運搬車両への積み込みは、建屋内に設置
　するホッパによるもの等とし、屋外に飛散させることのないよう配慮する。また、
　灰等の運搬車両は、天蓋もしくは飛散防止シート付きとし、灰等の飛散を防止す
　る。

存
在
・
供
用
時
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